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平成１１年１１月１７日平成１２年３月期 中間連結決算短信

上 場 会 社 名 株式会社ワコール 上場取引所（所属部）東証・大証市場第一部、京証
コ － ド 番 号 ３５９１
本 社 所 在 地 京都市南区吉祥院中島町２９番地
問 合 せ 先 責任者役職名 取締役 経理財務部長

氏 名 末 昭 一 TEL (075)682-1018澤

１．１１年９月中間期の業績（平成１１年４月１日～平成１１年９月３０日）
（１）経 営 成 績 (注) 表示金額は百万円未満の端数を四捨五入しております。

売 上 高 営業利益 税引前中間(当期)純利益
(対前年中間期増減率) (対前年中間期増減率) (対前年中間期増減率)

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
11年9月中間期 ８８，４６８ (△ 1.2) ８，３０６ (△ 4.8) ８，８５４ (△16.8)
10年9月中間期 ８９，５３７ ( 0.1) ８，７２４ (△ 9.7) １０，６４８ (△17.4)

11 年 3 月 期 １６９，９９６ １０，７２６ １３，２６９

株 当 た り 潜在株式調整後 株当たり 株 主 資 本 総 資 本 税 引 前 売 上 高 税 引 前中間(当期)純利益 1 1
対 前 年 中 間 期 増 減 率 中 間 当 期 純利益 中 間 当 期 純 利 益 中間 当期 純利益率 中間 当期 純利益率 中間 当期 純利益率( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
11年9月中間期 ４，９２０(△13.5) ３１ ９２ ２．９ ３．７ １０．０
10年9月中間期 ５，６８６(△ 8.3) ３６ ８９ ３．５ ４．７ １１．９

11 年 3 月 期 ８，４８９ ５５ ０８ ５．１ ５．７ ７．８

（注） 持分法投資損益 ７３９百万円 （前中間期 ６９８百万円）

（２）財 政 状 態

総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭
11年9月中間期 ２４５，３８９ １７４，５７３ ７１．１ １，１３２ ７３
10年9月中間期 ２２３，５６５ １６０，９７０ ７２．０ １，０４４ ４７

11 年 3 月 期 ２３３，８１７ １６９，０６５ ７２．３ １，０９６ ９９

（３）連結範囲及び持分法の適用に関する事項

連結子会社数 ３４社
非連結子会社数 なし
関連会社数 ６社 （うち持分法適用会社数 ６社）

（４）会計処理の方法等の変更

①連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結 （新規） なし 持分法（新規） なし
（除外） なし （除外） なし

②会計処理の方法等の変更 無
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２．１２年３月期の業績予想（平成１１年４月１日～平成１２年３月３１日）

売 上 高 税引前当期純利益 当 期 純 利 益

百万円 百万円 百万円
１２年３月期 １６７，０００ １１，４００ ６，５００

（参考） １株当たり予想当期利益 （連結） ４２円 １８銭
１株当たり予想当期利益 （単独） ４０円 ２３銭

［参 考］
当社（単独）の１１年９月中間期の業績（平成１１年４月１日～平成１１年９月３０日）

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
（対前年中間期増減率） （対前年中間期増減率） （対前年中間期増減率）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
７０，９４７（△ 4.2） ７，５８５（△ 8.2） ８，１１３（△ 7.8）

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 １ 株 当 た り 総 資 産 株 主 資 本
（対前年中間期増減率） 中間(当期)純利益

百万円 ％ 円 銭 百万円 百万円
４，５４８（ 0.8） ２９ ５１ １８７，５０２ １５１，４２６
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添付資料

Ⅰ．経営方針

当社は「愛される商品を作ります」「時代の要求する新製品を開発します」という経営
の基本方針に則り、商品力の強化と販売サービスの向上に努め、環境の変化に機敏に対応
できる高効率経営の実現を目指しております。

中期計画としましては、次の基本施策を掲げ２１世紀に対応した企業基盤作りを推進し
ております。
①メーカーとしてのもの作り機能の強化
メーカーの中核機能である研究開発力と技術力の強化を図り、競争優位に立てる
商品開発、コスト低減を推進してまいります。
②お客様に対する優れたサービスの提供
お客様に納得と満足を感じていただける優れたサービスを提供し、商品とサービス
の両面から顧客満足の向上に努めてまいります。特に、ワコールブランドにおきまし
てはコンサルティングサービスの充実を図ってまいります。
③グローバルな経営活動の展開
中国市場の開拓を急ぐとともに、米国市場につきましては積極的な事業展開を進め
てまいります。また、コストダウンに向けてグローバルな材料調達と海外生産体制の
整備を推進してまいります。
④コストダウン、効率経営の推進
ネットワークや情報システムを活用し、スピーディで効率的なローコストオペレー
ションを徹底的に追求してまいります。また本社ビル完成を機に、将来に向けた合理
的、効率的な営業体制の整備を図ってまいります。
⑤風土改革の推進
創立５０周年にあたり、次の世紀に対応できる新しいワコール作りに向けた全社的
運動としてＷＡＶＥ２１（ウェーブ２１）を展開し、企業風土改革に取り組んでまいり
ます。

配当政策につきましては、安定的な経営基盤の確保のため財務体質の強化を図りつつ、
配当性向を勘案しながら安定的な配当の継続に努め、株主の皆様への利益還元に努めて
まいります。
内部留保金につきましては、生産・販売・物流体制や情報システムの整備に投資して
まいる所存であり、将来的には収益の向上を通じて株主の皆様に還元できるものと考えて
おります。
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Ⅱ 経営成績．

「当中間期の概況」

当中間期の我が国経済は、政府の経済対策の効果が徐々に表れはじめたものの、民間
設備投資や、雇用環境の悪化と低迷する所得水準を反映した個人消費の自律回復力は依然
として弱く、景気の回復のテンポは鈍いままに推移しました。一方、海外におきましては、
米国経済は引き続き好調に推移しました。アジア経済は回復の基調にあるものの、未だ
立ち直りの途上にありました。
婦人ファッション衣料品業界におきましても、消費マインドの萎縮による低迷が続き、
厳しい経営環境のうちに終始しました。こうした中にありまして、当社は商品力の向上を
図り、インナーウェアを中心に積極的な事業展開に努めました。商品面では、ワコール
ブランドにおきましては、新製品の「マシュマロブラ」がヒットしました他、女性の体型
や生理的変化を研究し開発した「グランディールピュール」が好評を得ましたが、全体
としては個人消費の低迷の影響を強く受け前年を下回りました。ウイングブランドに
おきましても、春夏キャンペーンの「ナチュラルアップブラ」が好調でしたが、チェーン
ストア市場における衣料品の不振の影響を受け、前年を下回る結果になりました。海外
事業につきましては、米国ワコールが今春よりＤＫＮＹ（ダナ・キャラン・ニューヨーク）
を発売するなど、競争の激しい米国下着市場の中で積極的な事業展開を進めております。
この結果、当中間期の売上高は８８４億６８百万円で、前年同期に比し１．２％の減少
となりました。
利益面では、効率経営の徹底を図り、コストダウンの追求と経費の抑制に努めましたが、
新本社ビルの減価償却費、不動産取得税等の費用増約１３億円、年金費用、ＤＫＮＹの
販売費用などの増加により、税引前中間純利益は８８億５４百万円で、前年同期に比し
１６．８％の減少、中間純利益は４９億２０百万円で、前年同期に比し１３．５％の減少
となりました。

「通期の見通し」

今後の経済情勢につきましては、経済対策の効果が内需全体の回復へ繋がる見通しは
依然不透明で、予断を許さない状況が続くものと思われます。一方、海外におきましては、
米国経済は成長に鈍化が見られるものの順調に推移するとともに、アジア経済も回復基調
が続くものと思われます。
婦人ファッション衣料品業界におきましても、個人消費の本格的な回復は当分望めない
中、消費者の価格と価値のバランスを重視した選別消費の傾向はますます強まり、流通
業界の激しい変化と相まって企業間の競合は一層厳しくなるものと予測されます。
こうした中にありまして、当社は引き続き効率経営の徹底を図りながら、２１世紀に
対応した企業基盤作りを推進していく所存であります。
通期の見通しとしましては、売上高１，６７０億円、利益につきましては、税引前当期
純利益は１１４億円、当期純利益は６５億円を目標としております。
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．「 」Ⅲ コンピューター西暦２０００年問題
対応状況について

（対応状況等）

１．取組み方針
当社は、西暦２０００年問題に関し、業務の継続性の維持及び顧客対応の面で
重要な経営課題と認識し、全社をあげて、基幹システムその他全般にわたり対応を
進めております。

２．取組み体制
当社では、平成９年４月に情報システム部を中心にコンピュータシステムに
関わる西暦２０００年問題の対応を開始し、現在、副社長を総責任者としてその
対応を進めており、その取組み状況は、最高責任者である社長、取締役会及び最高
経営会議へ適時報告されております。また、主要販売先・購入先及び国内外の
子会社・関連会社に対しても、情報システム部から対応状況の確認を行いました。

３．対応の進捗状況
社内の情報システムのうち基幹システム及びネットワークについては、平成１１
年３月末に対応を完了しており、残りの部分についても平成１１年１１月末までに
全て完了する予定であります。なお、受注から納品までの一連の情報システムの
プロセスについて、本番を想定したテストを実施し、対応の妥当性の検証を行う
予定であります。

（対応のための支出金額等）

社内の基幹システムの西暦２０００年問題への対応は、新情報システムの開発
又は既存情報システムの改善と合わせて実施しておりますので総額を明確に捉え
られない面もありますが、当期以後の費用につきましては、当社の業績等に重大な
影響を及ぼすことはないと判断しております。なお、これらの費用は全て自己資金
で賄う予定であります。

（危機管理計画）

当社では、上記対応により万全を期す所存でありますが、不測の事態が発生した
場合に備え、その影響を極小化するために、さまざまな事態を想定し、危機管理
計画を策定しました。危機管理計画では、予測されるリスクとその対策を定めて
おりますが、さらに不測の緊急事態の発生に対して早急速やかな復旧を図るための
対策本部の設置も含まれております。この危機管理計画は取締役会で確認されて
おります。
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Ⅱ １．連結貸借対照表－

当中間期 前中間期 前 期
科 目

平成11年 9月30日現在 平成10年 9月30日現在 平成11年 3月31日現在

（ 資 産 の 部 ） 百万円 百万円 百万円

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金 ８，８２６ ５，９７６ ５，７６１
定 期 預 金 ３９，４４３ ４８，５７６ ４８，１７２
有 価 証 券 ２４，６６０ １８，８６６ ２１，０４７
売 掛 債 権
受 取 手 形 ３，４９０ ４，０８１ ３，３４８
売 掛 金 ２６，２５４ ２５，８７９ ２２，３４７

２９，７４４ ２９，９６０ ２５，６９５
返品調整引当金
及び貸倒引当金 △ ３，０８４ △ ２，９９３ △ ２，６４９

２６，６６０ ２６，９６７ ２３，０４６

棚 卸 資 産 ２５，４２５ ２７，０３９ ２５，９３９
繰 延 税 金 資 産 ４，２６３ ４，５８４ ３，４７６
その他の流動資産 １，７９７ １，７３２ １，７６５

流 動 資 産 計 １３１，０７４ １３３，７４０ １２９，２０６

有形固定資産
土 地 ２５，３５６ ２５，４６１ ２５，３３８
建物及び構築物 ５５，９４６ ４２，０７９ ４２，１９４
機械装置及び
工具器具備品等 １１，１２５ １０，４９８ １０，６９８
建 設 仮 勘 定 １７２ ４，９３４ ８，３１７

９２，５９９ ８２，９７２ ８６，５４７

減価償却累計額 △３１，１７４ △２９，５４１ △３０，２０８

有形固定資産計 ６１，４２５ ５３，４３１ ５６，３３９

その他の資産
関 連 会 社 に
対 す る 投 資 ７，８１１ ７，２１３ ７，４５６

投 資 ３９，２３３ ２２，８９１ ３４，７３８
敷金及びその他 ５，８４６ ６，２９０ ６，０７８

その他の資産計 ５２，８９０ ３６，３９４ ４８，２７２

合 計 ２４５，３８９ ２２３，５６５ ２３３，８１７
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当中間期 前中間期 前 期
科 目

平成11年 9月30日現在 平成10年 9月30日現在 平成11年 3月31日現在

（負債及び資本の部） 百万円 百万円 百万円

流 動 負 債
短 期 借 入 金 ９，２３６ ７，９５６ ８，４２４
買 掛 債 務
支 払 手 形 ７，５４８ ７，２５２ ７，２６５
買 掛 金 ７，１８３ ６，５４８ ６，９３８

１４，７３１ １３，８００ １４，２０３

未払給料及び賞与 ８，２８６ ８，５５１ ８，１４０
未 払 法 人 税 等 ５，０３６ ６，０１４ ２，６０８
その他の流動負債 ６，３２７ ４，６５３ ５，５２８
一年以内返済予定
長 期 債 務 ６８５ ６１８ ６３８

流 動 負 債 計 ４４，３０１ ４１，５９２ ３９，５４１

固 定 負 債
長 期 債 務 １，４９０ ２，１７９ ２，２０１
退 職 給 与 引 当 金 １１，７６６ １１，０３８ １１，７１９
繰 延 税 金 負 債 １１，４６９ ６，０９５ ９，７５２

固 定 負 債 計 ２４，７２５ １９，３１２ ２３，６７２

少数株主持分 １，７９０ １，６９１ １，５３９

資 本
資 本 金 １３，２６０ １３，２６０ １３，２６０
資 本 剰 余 金 ２５，２４２ ２５，２４２ ２５，２４２
利 益 準 備 金 ３，９６９ ３，９２０ ３，９２０
そ の 他 の 剰 余 金 １２０，４７７ １１４，８８４ １１７，６８７
その他の包括利益

累 計 額
１３，０５１ ４，１８６ １０，５１５未 実 現 有 価 証 券 評 価 益

為替換算調整額 △ １，４２６ △ ５２２ △ １，５５９

資 本 計 １７４，５７３ １６０，９７０ １６９，０６５

合 計 ２４５，３８９ ２２３，５６５ ２３３，８１７
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Ⅱ ２．連結損益及び剰余金結合計算書－

当 中 間 期 前 中 間 期 前 期
科 目 自 平成11年4月1日 自 平成10年4月1日 自 平成10年4月1日

至 平成11年9月30日 至 平成10年9月30日 至 平成11年3月31日

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
売 上 高 ８８，４６８ 100.0 ８９，５３７ 100.0 １６９，９９６ 100.0

営 業 費 用
売 上 原 価 ４６，３１２ 52.3 ４７，１３８ 52.7 ９１，９５１ 54.1
販 売 費 及 び
一 般 管 理 費 ３３，８５０ 38.3 ３３，６７５ 37.6 ６７，３１９ 39.6

営 業 費 用 計 ８０，１６２ 90.6 ８０，８１３ 90.3 １５９，２７０ 93.7

営 業 利 益 ８，３０６ 9.4 ８，７２４ 9.7 １０，７２６ 6.3

その他の収益・費用(△)
受 取 配 当 １７１ 0.2 ２０１ 0.2 ３３０ 0.2
受 取 利 息 １４５ 0.2 ２６３ 0.3 ５２０ 0.3
支 払 利 息 △ １８６ △0.2 △ １５９ △0.2 △ ３２５ △0.2
持 分 法 投 資 損 益 ７３９ 0.8 ６９８ 0.8 １，０４７ 0.6
固定資産除売却損益 △ ３２ △0.1 ６９４ 0.8 ７０６ 0.4
その他損益 ( 純額 ) △ ２８９ △0.3 ２２７ 0.3 ２６５ 0.2

税引前中間( )純利益 ８，８５４ 10.0 １０，６４８ 11.9 １３，２６９ 7.8当 期

法 人 税 等
当 期 税 額 ４，５４８ 5.1 ５，２６０ 5.9 ５，８２２ 3.4
繰 延 税 額 △ ８９２ △1.0 △ ３３２ △0.4 △１，０７３ △0.6

法 人 税 等 計 ３，６５６ 4.1 ４，９２８ 5.5 ４，７４９ 2.8

少 数 株 主 持 分 損 益
控除前中間( )純利益 ５，１９８ 5.9 ５，７２０ 6.4 ８，５２０ 5.0当 期

少 数 株 主 持 分 損 益 △ ２７８ △0.3 △ ３４ △0.0 △ ３１ △0.0

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 ４，９２０ 5.6 ５，６８６ 6.4 ８，４８９ 5.0

そ の 他 の 剰 余 金
期 首 残 高 １１７，６８７ １１０，５７０ １１１，３４４
処 分
現 金 配 当
普 通 株 式 △２，０８１ △２，０８１ △２，０８１
利益準備金積立 △ ４９ △ ６５ △ ６５

期 末 残 高 １２０，４７７ １１４，１１０ １１７，６８７

普 通 株 式 １ 株 当 た り
中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 ３１ 円 ９２ 銭 ３６ 円 ８９ 銭 ５５ 円 ０８ 銭

（注）当社は米国会計基準書第１３０号「包括利益の報告」を適用しており,同基準書に基づく平成１１年９月及び
平成１０年９月中間期の資本取引以外の資本勘定の増減（包括利益）はそれぞれ７，５８９百万円の増加及び
７４９百万円の減少となっております。
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中間連結財務諸表作成の基本となる事項

１．連結範囲及び持分法の適用に関する事項

主要連結子会社 ㈱スタディオファイブ、㈱ポイントアップ、㈱トリーカ、㈱七彩、
WACOAL INTERNATIONAL CORP.、WACOAL AMERICA INC.

主要関連会社 ㈱新栄ワコール、台湾華歌爾股 ｲ 有限公司、T H A I WACOAL PUBLIC分
C O . , L T D .、 I N D O N E S I A W A C O A L C O . , L T D .

２．連結範囲及び持分法の適用の異動状況

なし

３．連結財務諸表の作成基準

米国預託証券（ＡＤＲ）の発行により、米国において一般に認められた会計基準に
基づいて作成しております。


